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「行財政改革実施計画（継続改革期間）」の位置づけ 

 

１ 位置づけ 

  「行財政改革実施計画（継続改革期間）」は、「行財政改革指針」に基づき、平成 28年度までの

集中改革期間における評価の状況や、市を取り巻く社会状況の変化を踏まえつつ、平成 32年度ま

での 4年間について実施する内容を表した実施計画であり、行財政改革の項目ごとに具体的な取組

の内容や時期、めざす目標を明確に示したものです。 

  集中改革期間と同じように、可能な限り目標の数値化を図り、計画の「視える化」を進めること

で市民へわかりやすい情報公開を行うだけでなく、課題や問題点を明らかにすることで改善への取

組と次の施策展開を促進する効果をねらいとしました。 

 

２ 基本的事項 

  集中改革期間と同様に、「行財政改革指針」に掲げる４つの基本方針の達成を目指し計画を推進し

ます。 

  基本方針Ⅰ 効率的な組織体制の構築 

   人口減少の時代に応じた組織づくりを進めるとともに、自ら伸びる職員を「ひとづくり」の一

環としてとらえ、育成していきます。 

 

  基本方針Ⅱ 持続可能な財政基盤の確立 

   新たな行政需要に対応し、総合戦略に掲げる重要施策を推進していくために、中長期的な視点 

に立って財政の健全化を図ります。 

 

  基本方針Ⅲ 市民ニーズに合わせた事業実施と施設管理 

   市民参加と協働を重視し、ニーズ把握に努め事業選択を行います。また真に必要な事業を効率

的に行えるよう、スクラップ＆ビルドによる事業の整理統合を進めます。 

 

  基本方針Ⅳ 市民力をいかした協働のまちづくり 

   地域の特性をいかしたまちづくりを進めていくため、多様な主体と役割を分担しながら効率

的・効果的に行政運営を行い、活力に満ちた地域社会づくりを進めます。 

   また、多様な分野での民間事業者との連携を図り、活力ある市政運営となるよう努めます。 

 

３ 計画期間 

  「行財政改革指針」の計画期間（平成 25～32年度：8年間）のうち、平成 29年度から平成

32年度までの後半の 4年間を「益田市行財政改革実施計画 継続改革期間」とします。 

 

４ 進捗管理 

ア 毎年度評価を行い、進捗を管理します。 

イ 行財政改革審議会に諮ると共に、必要に応じ市長に意見を述べます。 

ウ 政策調整会議に諮ります。 

エ 見直しが必要なものは、速やかに見直します。 

オ その状況については市ホームページ等により公表します。 



整理
番号

ア 職員一人ひとりの能力の向上 1

イ 人事評価制度等を活用した人材育成 2

ア 効率的な組織づくり 3

イ 部局を超えた横断連携 4

ア 歳入の確保 5

イ 歳出の抑制 6

2 総人件費の抑制 ア 総人件費の適切な管理 7

1
公共サービスの
質的向上

ア 新たな公共サービスの提供 8

2
公共施設等
の見直し

ア 公共施設の見直しと管理運営の効率化 9

3
事務事業の
見直し

ア 事務事業評価サイクルの確立 10

ア 地域住民が主体となった地域運営の仕組みづくり 11

イ 地域との協働と多様な民間活力の活用 12

2
開かれた市政
の推進

ア 行政の視える化と情報公開 13

Ⅱ
持続可能な

財政基盤の確立

1 財政の健全化

中項目 小項目

Ⅰ
効率的な

組織体制の構築

1
職員の意識と
能力の向上

Ⅳ
市民力を

いかした協働
のまちづくり

1
新しい自治体
運営の取組

Ⅲ
市民ニーズに
合わせた事業
実施と施設管理

行財政改革実施計画継続改革期間の推進項目

大項目

2 組織の見直し
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１　これまでの取組･方針等

２　現状・問題点

３　実施内容
○

○

○

４　効果
○

○

５　活動項目・スケジュール （△：調査・検討・協議、○：方針決定、◎：実施、→：継続）

ア　職員一人ひとりの能力の向上

活動内容 H29 H30

職員が自らの創意・工夫や取り組んだ成
果を発表する場として「業務改善発表会」
を開催します。

→

成果発表の場の設定
（自ら伸びようとする

職員の育成）
〔政策企画課行革推進室〕

◎

→

→

◎

中項目 １　職員の意識と能力の向上

小項目

実施 →

人材育成を「ひとづくり」としてとらえ、能力と資質の向上を図ります。

業務改善活動を通じ、さらなるコスト意識の醸成を図ることができます。また、市民ニーズをより業務に反映させることができます。

　平成27年3月に「益田市人材育成基本方針」を改定し、職員を「人財」として育成していくことを示しました。また、地方公務員法の改正
により、平成28年度からは「人事評価制度」が義務付けられ、より一層人材育成に力を注ぐことが求められています。

H31

→職場内研修の実施
(組織・職場における

人材育成）
〔全課・人事課〕

→

活動項目

益田市行財政改革実施計画

実施項目 1 職員一人ひとりの能力の向上
大項目 Ⅰ　効率的な組織体制の構築

→

実施

庁内全職場ごとに実務研修を行い、スキ
ルアップを図ります。

◎

「もっと知ろう研修」等、人材育成を図る研
修を積極的に企画します。 →

→ →→

→

　集中改革期間において、市職員として自身の働きを見つめなおすために行う予定としていた市民アンケートについては、実施の目的
や詳細が周知できなかったことから未実施となりました。また、職員アンケートにおいては、一部の設問で前向きな回答が少ないものも
見られたことから、職員自らが自信を持って業務を行っていけるような取組も必要です。

検討・実施 → →

市民アンケートを実施し、業務改善活動
に取り入れます。

△ → →

→

　職場内での研修については、「もっと知ろう研修」など、市の業務全般について学べる場が設定されたことから、職員の意識改革に役
立っています。職場内ミーティングは、各職場において個別に工夫もみられ、より現場に合った情報共有の機会となってきています。

「ひとづくり」として研修を行うことで、自らの業務と重要施策との関連をより強く意識する職員の育成を図ることができます。

H32

→

→

引き続き「業務改善発表会」を開催し、コスト意識の醸成に努めるとともに、業務に市民ニーズを適切に反映させる職員を育てます。

「益田市人材育成基本方針」を基に、“自ら伸びる”“職場で伸ばす”職員の育成に努めます。

◎

→

→

→

実施

→
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６　成果・効果額の目標
○

○

○

７　実施状況

数
値
目
標

（単位： ％ ） 数値目標(a) 85 90 95 100

実務研修を行った職場数の割合

平成29年度

数
値
目
標

「もっと知ろう研修」などの
人材育成研修の実施回数と

参加者数 【実績を公表】

実績数値(b)

総合評価

市民アンケートを
業務改善に活用した割合

H29

数
値
目
標

取組結果と成果

達成率(%)(b/a)

（単位： ％ ） 数値目標(a)

達成評価率

実績数値(b)

H32

職場で職員を伸ばし、知識・スキル向上につなげるため、職場での実務研修を行った職場割合を目標に掲げます。

55

H31
60 65

自ら伸びる意欲のある職員を養成するため、創意・工夫を提案する業務改善活動発表会への提案数を目標に掲げます。

来庁者に接遇や対応などについての意見をお聞きし、自らを見つめなおすことで職員の意識の向上につながることから、来庁者ア
ンケートを業務改善に活用した割合を目標に掲げます。

内　　容

数
値
目
標

30

達成率(%)(b/a)

実績数値(b)

達成率(%)(b/a)

数値目標(a)

4020-

進捗評価率 総合評点計算

（単位： ％ ）

業務改善提案数
実績数値(b)

50（単位： 件 ） 数値目標(a)
H30

達成率(%)(b/a)
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１　これまでの取組･方針等

２　現状・問題点

３　実施内容
○

○

４　効果
○

○

○

５　活動項目・スケジュール （△：調査・検討・協議、○：方針決定、◎：実施、→：継続）

６　成果・効果額の目標
○

７　実施状況

H32

取組結果と成果 総合評価

達成評価率 総合評点計算

達成率(%)(b/a)

数値目標(a) 50 6555 60

人事評価等の制度を活用して人材育成を進める観点から職員アンケートで人事評価が人財育成につながっていると回答した職員
の割合を目標値とします。

H31H29 H30

数
値
目
標

（単位： ％ ）

職員アンケートで人事評価が人財育成に
つながっていると回答した職員数の割合

【実績数を公表】

実績数値(b)

　平成28年度から、地方公務員法の改正に伴い全職員に人事評価制度が導入されました。益田市人材育成基本方針の中で、この制度
を活用した人材育成を行っていくことを示しています。

　全職員への人事評価制度の導入は平成28年度が初年度であったため、今後評価結果の検証を行うこととしています。

　制度実施にあたり、評価者訓練研修等を行いましたが、より公平な評価に向けて、引き続き評価者研修を実施していく必要がありま
す。

評価にあたり、評価者訓練研修を行い評価の目線の統一を図ります。また、職員の適正を見極めた人材育成を図ります。

人事評価制度の実施・検証を行い、やる気や働きがいを引き出すための活用を進めるとともに、業務に前向きであり続ける職員の
育成を図ります。

　制度を活用し、自らの得意・不得意分野の理解を進め、より効果的に意欲と主体性を高める取組が必要です。

人事評価制度の実施
〔人事課〕

職員の意欲と主体性を高めるよう人事評
価制度を実施・活用していきます。

→

→

実施 →

中項目 １　職員の意識と能力の向上

益田市行財政改革実施計画

実施項目 2 人事評価制度等を活用した人材育成
大項目 Ⅰ　効率的な組織体制の構築

小項目 イ　人事評価制度等を活用した人材育成

→
職員アンケートの実施

〔政策企画課行革推進室〕
職員アンケートを実施し、職員の考え方を
把握します。

→ →

→ →

平成29年度

進捗評価率

職員の能力を最大限に引き出し組織に活かすことで、市民サービスが向上します。

行政課題に的確に対応できる職員を養成します。

職場風土や仕事の推進プロセスが改善されます。

内　　容

実施 → → →

H31 H32活動項目 活動内容 H29 H30
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１　これまでの取組･方針等

２　現状・問題点

３　実施内容
○

○

○

○

４　効果
○

○

５　活動項目・スケジュール （△：調査・検討・協議、○：方針決定、◎：実施、→：継続）

中項目 ２　組織の見直し

小項目 ア　効率的な組織づくり

実施 →

益田市行財政改革実施計画

実施項目 3 効率的な組織づくり
大項目 Ⅰ　効率的な組織体制の構築

H32

自治体ICT（情報通信技術）を推進し、効率化と利便性の向上を図ります。

簡素で機能的な体制にすることで、市民に分かりやすく利用しやすい組織となります。

　諸手続を行う窓口の建物が分散しているなど、市民にとって利用しやすい環境とはなっていません。

本庁及び総合支所のあり方を見直し、企画立案から予算編成までスムーズで機能的な体制にしていきます。

災害や非常事態に強い庁内体制としていくため、業務継続計画に関する研修を進めます。

　市町村合併後10年以上が経過し、総合支所を含めた市の機能全般について検討していく必要があります。

　時代や市民ニーズに沿った組織機構になるよう、その時々に合わせて機構改革を行ってきました。

　また、人口減少・高齢化など、益田市を取り巻く諸課題に対応するため、「まち・ひと・しごと創生　益田市総合戦略」を平成27年10月に
策定し、この中に掲げる事業を最優先とし、予算や人員の重点配分を行っています。

行政の組織や機能が、市民にとってわかりやすく利用しやすいものとなるよう検討を進めます。また、利便性の高い庁舎となるよう
市民ニーズの把握に努めます。

→

活動項目 活動内容 H29 H30 H31
市民ニーズや市の政策に

沿った組織づくり
〔人事課・

政策企画課行革推進室〕

市民アンケートを行い、市民に分かりやす
い市役所組織となるよう必要に応じて組
織機構を見直していきます。 →

→
災害や非常事態に強い

庁内体制の構築
〔危機管理課〕

業務継続計画に関する職員研修会を実
施し、危機管理体制の強化を図ります。

→

→

限られた人的資源を有効に活用し、効率的、効果的な行政運営を行うことができます。

実施 → → →

方向性
検討
・試行

実施 → →

ICTを活用し、電子会議などの実証実験を
行います。

ICTを活用した業務の推進
〔情報政策課・総務管財課・
政策企画課行革推進室〕

職員用グループウエアで、会議室予約な
どのシステム活用を行い、庁内での情報
共有を進めます。

→

実験開始 実施 → →
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６　成果・効果額の目標
○

○

○

７　実施状況

達成率(%)(b/a)

平成29年度

取組結果と成果 総合評価

進捗評価率 達成評価率 総合評点計算

60

危機管理体制の強化については研修会の回数、ICTを活用した業務の推進については、庁内グループウエアの活用事例数の実数
を公表します。

2

数値目標(a) 50 50 55

内　　容 H29 H30 H31
（単位： ％ ）数

値
目
標

行政需要に応じ、市民にとって利用しやすい組織機構とするため、市民アンケートで便利と回答した市民の割合を目標とします。

数
値
目
標

（単位： 回 ） 数値目標(a) 2 2

業務時間の有効活用を意識し、本庁と総合支所間などでの電子会議の実証実験を行います。

H32

市民アンケートで便利と回答した
市民の割合

実績数値(b)

達成率(%)(b/a)

2 3

実績数値(b)

実績数値(b)

達成率(%)(b/a)

4

2

業務継続計画に関する
職員研修会の実施回数と内容

庁内グループウエア（設備予約）
の活用事例数

数
値
目
標

（単位： 件 ） 数値目標(a) 1

5

電子会議の実証実験

数
値
目
標

（単位： 回 ） 数値目標(a) 2 4 5

実績数値(b)

達成率(%)(b/a)
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１　これまでの取組･方針等

２　現状・問題点

３　実施内容
○

○

○

４　効果
○

○

５　活動項目・スケジュール （△：調査・検討・協議、○：方針決定、◎：実施、→：継続）

６　成果・効果額の目標
○

７　実施状況

中項目 ２　組織の見直し

小項目 イ　部局を超えた横断連携

-

24 24 24

横断的な事業展開を進めるため、月2回（年間24回）の政策調整会議開催を目標値とし、協議報告事項はホームページに公表しま
す。

内　　容 H29

益田市行財政改革実施計画

実施項目 4 部局を超えた横断連携
大項目 Ⅰ　効率的な組織体制の構築

取組結果と成果 総合評価

数
値
目
標

（単位： 回 ） 数値目標(a) 24

年間24回開催し、
協議報告事項を公表する

実績数値(b)

達成率(%)(b/a)

　平成27年度より、最高幹部会議・政策調整会議・部課長会議の３つを庁議と位置づけ、各会議の役割・決定案件を区別化しました。

複雑・多様化する行政課題に対応するため、縦割組織から部や課を超えて業務連携する柔軟な組織・機構となるよう見直しを進め
ます。

組織の機能強化・効率化を進めるためマネジメント機能の強化を図ります。

諸問題に対する関係各部課の連携を強化することで、責任の所在を明らかにし、柔軟な組織・機構となります。

縦割りといわれる行政の弊害を取り除くことで、スピーディーな意思決定が図られます。

　行政組織は縦割りで分かりにくいといわれることが多々あります。市民の皆さんにとって分かりやすい組織体制を目指します。

　平成27年10月策定の「まち・ひと・しごと創生　益田市総合戦略」に掲げる事業を重点施策として推進するため、さらなる横断連携が必
要です。

総合戦略の着実な実施に向け、意思決定の迅速化と連携事業の推進を図ります。

実施 → → →

政策調整会議の活用
〔政策企画課〕

庁内における情報共有、合意形成を図
り、効果的な事業実施を行います。

→

活動項目 活動内容 H29 H30 H31 H32

H30 H31 H32

平成29年度

進捗評価率 達成評価率 総合評点計算
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１　これまでの取組･方針等

２　現状・問題点

３　実施内容
○

○

○

４　効果
○

○

５　活動項目・スケジュール （△：調査・検討・協議、○：方針決定、◎：実施、→：継続）

益田市行財政改革実施計画

実施項目 5 歳入の確保
大項目 Ⅱ　持続可能な財政基盤の確立

中項目 １　財政の健全化

小項目 ア　歳入の確保

　平成28年度までの集中改革期間では、市税の収納率の向上による収入増や、自主財源確保対策としてふるさと納税制度の取組を強
化したことによる寄付金額の増加がみられました。

　市税については、人口減少などにより調定額の増加は見込みがたいことから、今後は平成27年度現年分収納率99.39％の維持が求
められます。また、料・負担金については、滞納金が増加傾向の費目もあることから、費目によらない収納に関するノウハウの共有が課
題となっています。

　市税収入が伸び悩む中、税以外の自主財源の確保も求められており、ふるさと納税の増収は有効な財源となってきています。特産品
の開発など民間活力の活性化の面からも有効な手段となっています。

ふるさと納税制度を推進し、自主財源の確保に努めるともに、既存の使用料・手数料について適正化を図ります。

市税等収納率の維持と収納の効率化を図るため、口座振替の推奨を行います。また、新たな滞納を発生させないよう納税啓発にも
努めていきます。

市有地の計画的な売却を行い、財源確保に努めます。

財源の確保により財政基盤の強化を図ることができます。

収納率の向上により税負担・受益者負担の公平性を守ると共に、安定した財政基盤の確立に寄与できます。

活動項目 活動内容 H29 H30 H31 H32

実施 → → →

使用料・手数料の適正化
〔政策企画課行革推進室〕

料金の見直しサイクルにルールを持たせ
ます。条例の再整備を行うなど、算定基
準についても見直しを行い明確にします。 方針決定 実施 → →

ふるさと納税制度の推進
〔政策企画課〕

自主財源の確保として、ふるさと納税制度
を推進します。

方針決定 実施 → →

→ →

税・料等収納率の維持向上
〔関係課〕

料・負担金など費目を超えて滞納整理ノ
ウハウを共有します。

収納率（現年・過年）の維持向上を図りま
す。

その他財源確保対策の実施
〔関係課〕

市広報、市ホームページのバナー広告な
どへの有料広告の掲載を推進します。 実施 →

資産の利活用
〔関係課〕

市有地の計画的な売却・貸し付けを進め
ます。

実施 → → →

口座振替割合の向上と、新たな収納方法
の導入を検討します。 導入検討 実施 → →

実施 → → →
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６　成果・効果額の目標
○

７　実施状況

取組結果と成果 総合評価

平成29年度

進捗評価率 達成評価率

H29 H30 H31 H32
250,000

自主財源の確保を進めるうえで、それぞれの活動項目に沿った目標とします。

内　　容
300,000

ふるさと納税寄付実績
実績数値(b)

達成率(%)(b/a)

数
値
目
標

（単位： 千円 ） 数値目標(a)

広告媒体等の事業収入額
（予算・決算）

実績数値(b)

達成率(%)(b/a)

総合評点計算

数
値
目
標

（単位： 件数 ） 数値目標(a)

数
値
目
標

（単位： 千円 ） 数値目標(a) 180,000 200,000

見直しを行った使用料手数料
の件数と効果額

【実績を公表します】

実績数値(b)

達成率(%)(b/a)

数
値
目
標

（単位： ％ ） 数値目標(a)
料・負担金の過年分収納率
各費目収納率年1％の向上

【実績を公表します】

実績数値(b)

達成率(%)(b/a)

数
値
目
標

（単位： 千円 ） 数値目標(a) 1,000

市有地の売却額・貸付額
（H25との比較）

実績数値(b)

達成率(%)(b/a)

数
値
目
標

（単位： ％ ） 数値目標(a) 97.78 97.79 97.79

市税等収納率の維持向上
実績数値(b)

達成率(%)(b/a)

97.80
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１　これまでの取組･方針等

２　現状・問題点

３　実施内容
○

○

○

○

○

４　効果
○

５　活動項目・スケジュール （△：調査・検討・協議、○：方針決定、◎：実施、→：継続）

→

検討 方針決定 実施 →
公営企業会計の経営健全化

〔関係課〕

適正な料金（負担金）水準を検討します。

検討 方針決定 実施 →

法定外繰出金抑制に向け、検討を行いま
す。

→

実施 → → →

→

公債費の抑制
〔財政課〕

決算剰余金を財源として、繰り上げ償還
を行います。

活動項目

→ →

実施 →

第三セクターの見直し
〔政策企画課行革推進室

・関係課〕

経営改善への働きかけを定期的に行い、
決算時には経営状況を公表します。

→

実施 → → →

→

→

　集中改革期間においては、補助事業の見直しを行い、歳出の抑制に一定の効果がみられました。また、予算編成においては業務や
経費の見直しが進んでいる影響もあり、経常的経費の節約が進んできています。

H32

補助事業の
見直しサイクルの確立

〔政策企画課行革推進室〕

定期的な見直し（3年ごと）となるよう仕組
みを構築し、PDCAサイクルを確立しま
す。

光熱水費や消耗品費など経常的な経費の節約を行います。

　後年の負担軽減のためには、可能な範囲で公債費の縮減を図る必要があり、市債の発行も計画的な対応が引き続き求められます。
水道事業などの公営事業の健全化に向け、28年度から見直し作業が始まっており、適正な料金設定や一般会計からの繰出金の扱い
など、継続した検討が必要です。

補助事業の見直しサイクルを確立し、定期的な見直しを行います。

活動内容 H29 H30 H31

歳出を抑制し、財政基盤の強化を行うことができます。また、次世代への負担を軽減させることができます。

　第三セクターについては、依然厳しい経営状況が続いている団体もあり、経営健全化に向けた働きかけを引き続き行っていく必要があ
ります。

市債発行額について、臨時財政対策債、
1件3億円以上の大型事業に係る市債を
除き、通年ベースで一定額に抑えます。

→

実施 → → →

後年の負担軽減のため、可能な範囲で公債費の縮減を図ります。また、市債の発行も抑制します。

公営企業会計の見直しを進め、料金（負担金）の見直しも含めた経営健全化を図ります。

第三セクターと協議の場を定期的に設け、経営健全化に向けた取組を進めます。

益田市行財政改革実施計画

実施項目 6 歳出の抑制
大項目 Ⅱ　持続可能な財政基盤の確立

中項目 １　財政の健全化

小項目 イ　歳出の抑制

→ →

光熱水費など
経常的経費の節約

〔全課・全職場〕

コスト意識を持った対応を行い、消耗品や
光熱水費の節約を行います。

市債残高の抑制
〔財政課〕

→

実施

　補助事業の見直しは、ほぼ順調に進んでいますが、運営補助から事業補助への見直しを行えていないものもあります。また、平成26
年度以後の新規事業についても定期的に見直しを行う必要があります。
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６　成果・効果額の目標
○

○

７　実施状況

数
値
目
標

（単位： 千円 ） 数値目標(a)

達成率(%)(b/a)

数
値
目
標

（単位： 千円 ） 数値目標(a)

市債額の削減額
（予算額と実積額）

実績数値(b)

達成率(%)(b/a)

数
値
目
標

（単位： 千円 ） 数値目標(a) 50,000 50,000 50,000 50,000

不用額のうち
旅費・需用費・役務費の合計額

（予算額と不用額の推移）

実績数値(b)

達成率(%)(b/a)

償還額の削減額
（予算額と実積額）

実績数値(b)

達成率(%)(b/a)

補助事業の見直し、高熱水費などの節約については、実績を加味し目標値を設定します。

172,000

補助金の見直し件数と金額
実績数値(b)

総合評点計算

H29 H30

法定外繰出金の総額
【実数を公表します】

実績数値(b)

16 16

第三セクターと経営状況の
確認を行った回数
（4団体×4回／年）

実績数値(b)

16 16

達成率(%)(b/a)

数
値
目
標

（単位： 回数 ） 数値目標(a)

数
値
目
標

（単位： 千円 ） 数値目標(a)

公債費の抑制、市債残高については、財政状況も踏まえつつ計画的に対応します。

内　　容 H32H31

取組結果と成果 総合評価

平成29年度

進捗評価率 達成評価率

達成率(%)(b/a)

数
値
目
標

（単位： 千円 ） 数値目標(a) 76,500 83,500 97,400
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１　これまでの取組･方針等

２　現状・問題点

３　実施内容
○

○

○

４　効果
○

○

５　活動項目・スケジュール （△：調査・検討・協議、○：方針決定、◎：実施、→：継続）

６　成果・効果額の目標
○

○

益田市行財政改革実施計画

実施項目 7 総人件費の適切な管理
大項目 Ⅱ　持続可能な財政基盤の確立

２　総人件費の抑制

小項目 ア　総人件費の適切な管理

3,680 3,634

普通会計人件費総額
達成率(%)(b/a)

数
値
目
標

　市職員数については、平成25年3月策定の益田市定員適正化計画に沿って、定員適正化に向け取り組んでいるところですが、平成28
年度末での定年退職予定数が多いことなどから、退職者の補充を基本に大量退職後のスムーズな事務体制の構築を目指してきまし
た。

中項目

職員数
（4/1時点）

実績数値(b)

達成率(%)(b/a)

数
値
目
標

（単位： 人 ） 数値目標(a) 436

内　　容 H29 H30 H31 H32

→

→

定員適正化計画に照らし合わせ、定員管理が適正に行われているかをみるため、職員数を目標値とします。

実施 → → →

財政の健全化のため、普通会計人件費について中期財政計画の数値以下に抑制することを目標とするとともに、超過勤務時間に
ついては見込時間と実績時間を公表します。

各職場内におけるマネージメントの徹底を
行い、超過勤務時間の削減を目指しま
す。

実施 → → →

　国県からの権限移譲や、平成27年10月に策定した「まち・ひと・しごと創生　益田市総合戦略」に掲げる重要施策の実施など、市職員
の業務は増大傾向にあります。しかし、人口の減少や歳入の減少が予測される中、限られた職員数で効率的に業務を行うことが求めら
れます。

→

検討 実施 → →

地方分権による権限委譲や新たな行政需要に即応すると共に、行政改革を推進し事務事業を見直すことにより、可能な範囲で民間
活力を導入し、より優先度が高い重要施策へ職員の適正配置を行います。

市の財政や人口規模も考慮に入れながら、今後の行政課題に対応でき得る定員管理が行えます。

H32

定員適正化計画の取組推進
〔人事課〕

現在の定員適正化計画は平成29年度ま
でとなっていることから、平成30年度以降
の新たな計画づくりを進めます。

活動項目

　職員の年齢構成のバランスは改善されつつありますが、現行の定員適正化計画が平成29年度までとなっていることから、人口減少の
時代を踏まえた新たな適正化計画を策定する必要があります。

職員数は「定員適正化計画（平成25～29年度）」に基づき、計画的な定員管理を行うとともに、30年度以降の新たな計画づくりを進
めます。

活動内容 H29 H30 H31

効率化を図ると共に、優先施策に応じた組織の編成が行えます。

職員の健康管理や経費の縮減及び時間内に業務を完結させるという業務執行力や意識の向上という点からも、引き続き各職場内
におけるマネジメントを徹底し、超過勤務時間の削減に取り組んでいく必要があります。

職員人件費の適切な管理
〔人事課〕

人事院勧告等に基づき、社会経済情勢の
変化や業務内容の変更等に応じた給与・
手当の見直しを行っていきます。

数
値
目
標

（単位： 時間 ） 数値目標(a) 49,000 48,500 48,000

年間総超過勤務時間
（H27実績:52,093h・H28見込49,500h）

3,704

47,500

（単位： 百万円 ） 数値目標(a)
実績数値(b)

3,734

実績数値(b)

達成率(%)(b/a)

- 13 -



７　実施状況
総合評価

平成29年度

進捗評価率

取組結果と成果
総合評点計算達成評価率
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１　これまでの取組･方針等

２　現状・問題点

３　実施内容
○

４　効果
○

５　活動項目・スケジュール （△：調査・検討・協議、○：方針決定、◎：実施、→：継続）

６　成果・効果額の目標
○

７　実施状況

平成29年度

進捗評価率 達成評価率 総合評点計算

益田市行財政改革実施計画

実施項目 8 新たな公共サービスの提供
大項目 Ⅲ　市民ニーズに合わせた事業実施と施設管理

→ →

利便性の高い
公共サービスの提供

〔市民課・情報政策課〕

平成29年10月から開始予定の住民票な
どのコンビニ交付を推進し、市民の利便
性を高めます。

中項目 １　公共サービスの質的向上

小項目 ア　新たな公共サービスの提供

32

下期より
実施

内　　容 H29 H30

→

H32

証明書等のコンビニ交付割合の向上を目標としますが、併せて窓口交付件数の推移も把握し、業務精査に活用します。

取組結果と成果 総合評価

市民ニーズに的確に対応した事業展開を図ることができます。

　社会経済構造の変化により、世代間のニーズの多様化や高度化が進み、民間の活力も巻き込んだ新たなサービス提供が可能となっ
ています。

活動項目 H31 H32H30

達成率(%)(b/a)

活動内容 H29

数
値
目
標

（単位： ％ ） 24数値目標(a) 20 22

H31
25

証明書等のコンビニ交付の割合
（H27自動交付機交付割合20％からの向上）

実績数値(b)

　地区振興センターにおいても、住民票などの証明書が発行できるように、システムが構築されています。

　証明書の自動交付機の設置から20年以上経過していますが、市民の利便性確保に貢献しています。

国によるマイナンバーカード交付が進んでおり、このカードを活用しコンビニにおける住民票交付などの利便性の高い公共サービス
の提供を実施します。

達成率(%)(b/a)

（単位： 件 ） 数値目標(a)

窓口交付件数の推移
【実績数を公表します】

実績数値(b)
数
値
目
標
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１　これまでの取組･方針等

２　現状・問題点

３　実施内容
○

○

○

○

４　効果
○

５　活動項目・スケジュール （△：調査・検討・協議、○：方針決定、◎：実施、→：継続）

６　成果・効果額の目標
○

７　実施状況

Ⅲ　市民ニーズに合わせた事業実施と施設管理

少子高齢化、人口減少の状況を踏まえた公共施設の適正配置に向け、分野別個別施設計画の策定を進めます。

中項目 ２　公共施設等の見直し

小項目 ア　公共施設の見直しと管理運営の効率化

　全体的に公共施設の老朽化が進んでいますが、建替え等には膨大な経費がかかることから、全ての施設の更新は困難な状況です。

　合併後の施設のあり方については、平成17年度に『益田市施設のあり方検討会議』において検討され、報告書に基づき指定管理者制
度の導入等を行ってきました。さらに、平成28年12月には「益田市公共施設等総合管理計画」を策定し、今後の人口減少や財政状況に
応じて長期的な視点をもって計画的に公共施設等の最適配置を目指すこととしています。

益田市行財政改革実施計画

実施項目 9 公共施設の見直しと管理運営の効率化
大項目

効率的な維持管理を行なうため、一元的な保全マネジメントシステムの整備を進めます。

「益田市公共施設等総合管理計画」の基本方針である、「長寿命化の推進」「総量の適正化」「民間活力の導入」に基づいて、個々の施
設の将来的な方向性を示すとともに、着実に実施していく必要があります。

→

H29 H30 H31 H32
5

→実施 →

財政負担を軽減・平準化するとともに、公共施設等の最適な配置が実現できます。

民間活力を活かすことで、より質の高いサービス提供が可能となったり柔軟な運営が期待できる場合には、積極的に運営主体の見
直しや譲渡・売却を行います。

市民に公共施設等の現状をわかりやすい形で公表します。

活動項目 活動内容 H29 H30

公共施設の適正配置
への取組推進

〔政策企画課行革推進室〕

分野別個別施設計画策定に向け、作業を
開始します。

H31

管理運営主体の見直し
〔関係課・

政策企画課行革推進室〕

直営、委託施設の指定管理者制度導入
を進めるとともに、可能な分野では譲渡や
売却を行い民間活力の導入を図ります。 →

H32

数
値
目
標

（単位： 施設数 ） 数値目標(a)

実績数値(b)
数
値
目
標

（単位： ％ ） 数値目標(a)

達成率(%)(b/a)
施設面積の削減割合

ストック情
報集約

白書作成
・公表

個別施設
計画策定

・公表

市の財政・人口規模に見合った施設数と規模となるよう適正化を進めるため、益田市公共施設等総合管理計画で数値目標としてい
る、施設の延床面積削減割合と、見直しの方向性を示した施設数を公表します。

実績数値(b)

内　　容

達成率(%)(b/a)
見直しを実施した施設数
【実績数を公表します】

総合評点計算

取組結果と成果 総合評価

平成29年度

進捗評価率 達成評価率
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１　これまでの取組･方針等

２　現状・問題点

３　実施内容
○

○

○

４　効果
○

○

○

○

５　活動項目・スケジュール （△：調査・検討・協議、○：方針決定、◎：実施、→：継続）

６　成果・効果額の目標
○

○

７　実施状況

Ⅲ　市民ニーズに合わせた事業実施と施設管理

総合評価

平成29年度

進捗評価率 総合評点計算

数値目標(a)

中項目 ３　事務事業の見直し

小項目 ア　事務事業評価サイクルの確立

達成評価率

取組結果と成果

157,400 171,700 200,300 229,000

益田市行財政改革実施計画

実施項目 10 事務事業評価サイクルの確立
大項目

数
値
目
標

評価の結果削減した額
【H25対比】

実績数値(b)

（単位： 千円 ）

達成率(%)(b/a)

H32H31

数
値
目
標

（単位： 件 ） 数値目標(a)

評価を行った事業数
【実績を公表します】

実績数値(b)

達成率(%)(b/a)

設計・実施 → → →

評価制度の確立・実施
〔政策企画課行革推進室〕

活動内容

事務事業評価を実施し、評価のサイクル
を確立します。

活動項目 H31 H32H29 H30

事業整理によって、次年度への新たな事業転換が図れます。

評価結果の公表により、行政の透明性の向上につながります。

　「益田市行財政改革実施計画　集中改革期間」では、新たな権限移譲や行政需要に的確に対応するため、既存事業の見直しに着手
しました。

行政評価などの手法を活用し、効率性・有効性・効果・需要等を評価し、行政資源の最適配分を図り、事業の選択と集中を進めま
す。

成果の乏しい事業や、効果の低い事業については廃止を検討します。

行政評価と一体となった施策改革、行政資源の配分に取り組むことにより、計画⇒実行⇒評価⇒計画見直し（Ｐｌａｎ⇒Ｄｏ⇒Check⇒
Ａｃｔｉｏｎ）のサイクル定着を図ります。

ＰＤＣＡサイクルの定着を図ることで、事務事業の効果・有効性を適切に次年度事業に反映することができます。

費用対効果の整理により、効率的な事業を行うことができます。

　平成27年度に、試みとして各課1事業の事務事業評価を行いましたが、評価サイクルの確立には至っていません。今後は継続可能
な、より事務負担の少ない手法による評価方法の確立が求められます。

　主要な施策への予算・人員の重点配置を行うためにも早急に行う必要があります。

事業の存廃を含めた見なおしを行うことから、評価を実施した事業数（件数）を公表します。

評価サイクルを確立し、効果額としてH32年度末で229百万円を見込みます。

内　　容 H29 H30
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１　これまでの取組･方針等

２　現状・問題点

３　実施内容
○

○

４　効果
○

○

５　活動項目・スケジュール （△：調査・検討・協議、○：方針決定、◎：実施、→：継続）

６　成果・効果額の目標
○

７　実施状況

Ⅳ　市民力をいかした協働のまちづくり

取組結果と成果 総合評価

平成29年度

総合評点計算

中項目 １　新しい自治体運営の取組

小項目 ア　地域住民が主体となった地域運営の仕組みづくり

H29 H30 H31 H32

数
値
目
標

（単位： 組織数 ） 数値目標(a) 20

益田市行財政改革実施計画

実施項目 11 地域住民が主体となった地域運営の仕組みづくり
大項目

達成率(%)(b/a)

進捗評価率 達成評価率

地域自治組織の設立数
実績数値(b)

H31 H32

 住民一人ひとりが自ら住む地域の活性化を考え、参加し、支えあう協働の仕組みを構築していくことが大切になっています。

　各地区振興センターを中心に地域自治の維持・発展に向けた取組を行っています。

　人口減少、少子高齢化などに対応し、集落機能を広域的に支えあう体制づくりとして、各地区で「地域自治組織」の設立を支援してい
ます。

　各地区の実情に応じた地域自治組織を作っていけるよう支援を行っていますが、設立にあたっては課題もあり、現状では組織化に
至っていない地域もあります。また、各地区振興センターは、公民館としての社会教育分野での機能も併せ持っていることから、事業の
整理が課題となっています。

地域の課題やまちづくりについて、住民が主体的に考え行政がサポートしていく「提案・協働」型のしくみに転換していきます。

地域住民が地域の実情に応じて主体的に地域課題の解決にあたり、まちづくりを進める「地域自治組織」の設置を地区振興セン
ター単位で進めます。

地域コミュニティの再生と住民自治機能の充実強化が図られます。

地域自治組織を設立することで、地域内の共助による課題解決に向けた計画の策定や具体的な取組を実行することができます。

活動項目 活動内容 H29 H30

実施 → → →

地域自治組織の設立支援
〔人口拡大課・社会教育課〕

平成29年3月までに6地域で地域自治組
織が設立されました。設立後のフォロー
アップも含め、引き続き各地域への支援
を行います。

地域自治組織の設立により、地域の特色を活かしたまちづくりが行われることから、地域自治組織の設立数を目標値とします。

内　　容
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１　これまでの取組･方針等

２　現状・問題点

３　実施内容
○

○

○

４　効果
○

５　活動項目・スケジュール （△：調査・検討・協議、○：方針決定、◎：実施、→：継続）

６　成果・効果額の目標
○

○

７　実施状況

進捗評価率

まちづくりの担い手の育成と多様化を進めます。

NPOや民間事業者など集落内外の様々な団体との連携・協働体制の仕組みづくりを行うことで、地域力の向上が図られます。

まちづくりラウンドテーブル
（ＭＲＴ）実施

〔人口拡大課〕

市民と行政がともに考え行動するパート
ナーシップを確立し、地域課題の解決を
図るための場：まちづくりラウンドテーブル
を開催します。

H30

実施 → → →

民間事業者との協働の推進
〔関係課〕

地域づくり・子育て・定住・観光など広い分
野での民間事業者との連携を行います。

　まちづくりを担える市民や団体の育成が急がれます。

　益田市では、市民と行政の協働体制を構築し、よりよいパートナーシップを確立するため、平成28年3月に益田市協働推進ネットワー
ク庁内会議を設置しました。

行政だけではなく、市民・事業者・NPO・市民自治組織等の多様な主体が、役割を分担しながら公共的な活動を担っていく市民協働
のまちづくりを推進します。

活動項目 活動内容 H29

→

市民と行政のパートナーシップの確立が求められることから、まちづくりラウンドテーブルの実施回数と、施策として実現した事業数
を目標とします。

数
値
目
標

（単位： 回 ） 数値目標(a) 3 3 3

内　　容

達成率(%)(b/a)

Ⅳ　市民力をいかした協働のまちづくり

中項目

数
値
目
標

小項目

（単位： 団体 ） 数値目標(a)

益田市行財政改革実施計画

実施項目 12 地域との協働と多様な民間活力の活用
大項目

3

実施 → →

実績数値(b)

850

H30 H31 H32

　過疎化や少子・高齢化により、伝統芸能の継承や集落運営が困難になるなど、地域コミュニティの弱体化が進んでいます。また、地域
の活性化に向けて産業が連携するためには、産業横断的・客観的な視点を持った人材が不可欠です。

ますだ子育て応援宣言企業数
UIターン者サポート宣言企業数

萩・石見空港サポーター企業･団体数 達成率(%)(b/a)

720 750

イ　地域との協働と多様な民間活力の活用

800

H29

１　新しい自治体運営の取組

達成率(%)(b/a)

H31 H32

取組結果と成果 総合評価

平成29年度

総合評点計算

広い分野において官民一体となった取組を進めるため、ますだ子育て応援宣言登録企業数など、連携をおこなった企業や団体数を
指標とします。

数
値
目
標

（単位： 件 ） 数値目標(a)

MRTを実施し、政策として実現した事業数
【実績数を公表します】

実績数値(b)

実績数値(b)

達成評価率

市役所も部局を横断する組織の運営や職員研修を進め、協働の担い手として変化を図り、地域自治の向上を推進します。

まちづくりラウンドテーブル
（ＭＲＴ）の実施回数
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１　これまでの取組･方針等

２　現状・問題点

３　実施内容
○

○

○

○

４　効果
○

○

○

５　活動項目・スケジュール （△：調査・検討・協議、○：方針決定、◎：実施、→：継続）

実施 → → →

各メディアを活用
した情報周知

〔全課〕

実施 → →

市ＨＰを重要な情報発信のツールである
ことを再認識し、市民にわかりやすい内容
となるよう工夫します。

市長へ手紙・
市長と語り合う会の実施

〔秘書広報課〕

　ホームページや市広報、告知端末やケーブルテレビなどを活用し、市民生活に必要で、かつ幅広い情報を市民に伝えていけるよう心
掛けています。

　市長への手紙や市長と語り合う会の開催などを通して、より開かれた市政運営を目指しています。

審議会などの各種会議については、会議
内容を市ＨＰに掲載し、その状況をお知ら
せします。

　市民の多様な価値観に対し、きめ細やかな施策を実現するため、今後も市民参画機会の拡充を図る必要があります。

市長への手紙や市長と語り合う会を継続して実施し、幅広い市民の意見を反映するよう努めます。

活動項目 活動内容

→

市長への手紙、市長と語り合う会の取組
を継続し、市民の声の反映に努めます。

市政への参加は市民の権利であることを共に認識し、多様な手法で機会を確保します。また行政との協働を促進します。

計画策定や条例改正などにあたっては、パブリックコメントや広報等により、積極的に情報の提供と政策判断理由を説明し、市民の
意見反映に努めます。

市民の参画機会を確保し、市民と共にまちづくりを進めることができます。

H29 H30 H31 H32

→ → →

益田市行財政改革実施計画

実施項目 13 行政の視える化と情報公開
大項目 Ⅳ　市民力をいかした協働のまちづくり

中項目 ２　開かれた市政の推進

小項目 ア　行政の視える化と情報公開

　ホームページの内容などは、常に最新でわかりやすい情報を市民に提供するよう工夫することが求められます。また、市政にかかわ
る計画等のパブリックコメントや、審議会等の会議内容の報告も適切に行い、市の状況を明らかにすることで、開かれた行政を追及しな
ければなりません。

財政状況の公開をはじめとする、市の施策全般に関する情報公開を積極的に行い、かつ、わかりやすい情報提供に努めます。

情報開示によるチェック機能が確保されます。

より分かりやすい説明をすることで、市民の関心を高めることができます。

→

実施

財政状況の公表
〔財政課〕

市の財政状況を適切に公表します。

実施 → →
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６　成果・効果額の目標
○

○

○

７　実施状況

数
値
目
標

（単位： 件 ） 数値目標(a)

財政課のホームページアクセス数の推移
【実績数を公表します】

実績数値(b)

達成率(%)(b/a)

数
値
目
標

（単位： 回 ） 数値目標(a) 10 10 10 10

市長への手紙・
市長と語り合う会の実施回数

【実績数を公表します】

実績数値(b)

達成率(%)(b/a)

各メディアを活用した情報周知は、修正した課の割合、会議報告を掲載した割合を指標とします。

財政状況の公表はアクセス数を、指標とします。

内　　容 H29 H30

市長への手紙、市長と語り合う会については、実施回数を公表します。

100 100数
値
目
標

（単位： ％ ） 数値目標(a) 100

H31 H32

数
値
目
標

（単位： ％ ） 100 100

各種審議会等の会議内容報告の掲載率
（審議会等の数：42 ・ 非公開を除く）

100 100

平成29年度

実績数値(b)

総合評点計算進捗評価率

取組結果と成果
達成評価率

100

総合評価

達成率(%)(b/a)
市ホームページ内の各課からの
情報を整理・改善した部署の割合

実績数値(b)

数値目標(a)

達成率(%)(b/a)
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